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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第84期

第３四半期
連結累計期間

第85期
第３四半期
連結累計期間

第84期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 16,078,875 16,365,600 21,452,198

経常利益 (千円) 755,601 643,100 1,046,189

四半期(当期)純利益 (千円) 474,038 396,685 683,706

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 533,583 1,223,657 1,329,490

純資産額 (千円) 12,862,466 14,762,530 13,658,373

総資産額 (千円) 19,900,731 22,018,378 21,503,150

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 32.58 27.26 46.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― － ─

自己資本比率 (％) 62.5 65.0 61.5
 

　

回次
第84期

第３四半期
連結会計期間

第85期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.06 3.85
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融政策及び経済政策により円安・株高が進行

し、回復傾向で推移いたしましたが、政府発表の成長戦略が期待薄とされ、来年度からの消費増税の決

定など景気腰折れの不安材料を抱え、先行き不透明な状況となっております。世界経済におきまして

は、好調な米国、景気回復が期待される欧州に対し、成長鈍化が懸念される新興国、という状況が続い

ております。

当社グループの取引先であります自動車業界は、当初はエコカー補助金制度終了の影響を受けており

ましたが、国内景気と同様に回復傾向にあります。海外におきましては、新興国市場は伸び悩んでおり

ますが、北米市場は堅調に推移いたしました。産業機械部品につきましては、建機・ロボットともに回

復基調で推移いたしました。

この様な環境の下、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は163億65百万円（前

年同期比1.7%増加）、営業利益は１億69百万円（前年同期比67.7%減少）、経常利益は６億43百万円

（前年同期比14.8%減少）、四半期純利益は３億96百万円（前年同期比16.3%減少）となりました。

　

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

 3/17



　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 可鍛事業

当セグメントにおきましては、景気の回復という国内自動車市場拡大を後押しする好材料もありま

したが、序盤の補助金制度終了の影響や、原材料価格等のコストアップがマイナス要因となり、当社

グループでは、売上高は158億58百万円（前年同期比1.4%増加）、セグメント利益（営業利益）は８

億53百万円（前年同期比29.3%減少）となりました。

② 金属家具事業

当セグメントにおきましては、積極的な販売活動により、一部得意先向け製品の販売が伸びました

が、為替の影響もあり、当社グループでは売上高は５億７百万円（前年同期比15.0%増加）、セグメ

ント損失（営業損失）は６百万円（前年同期はセグメント利益９百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の総資産は220億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億15百万円

増加いたしました。主な要因は、現金及び預金の減少などにより流動資産が４億11百万円減少し、その

他（関係会社出資金など）の増加などにより固定資産が９億26百万円増加したことによるものでありま

す。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ５億88百万円減少し、72億55百万円となりました。主な要因

は、未払法人税等の減少などにより流動負債が４億２百万円減少し、長期借入金の減少などにより固定

負債が１億86百万円減少したことによるものであります。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ11億４百万円増加し、147億62百万円となりました。主な要

因は、為替換算調整勘定の増加などによるものであります。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は25百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,000 15,400,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株
であります。

計 15,400,000 15,400,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 15,400,000 ― 1,036,000 ─ 435,439
 

　

(6) 【大株主の状況】

　

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 850,900
― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,543,300 145,433 ─

単元未満株式 普通株式 5,800 ― ─

発行済株式総数 15,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 145,433 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

② 【自己株式等】

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
中央可鍛工業株式会社

名古屋市中川区
富川町三丁目１番地の１

850,900 ─ 850,900 5.52

計 ― 850,900 ─ 850,900 5.52
 

　

２ 【役員の状況】

　

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,670,827 1,924,984

受取手形及び売掛金
※2 3,810,146 ※2 4,099,023

電子記録債権 344,594 332,489

有価証券 482,774 503,034

商品及び製品 633,686 704,146

仕掛品 368,591 391,340

原材料及び貯蔵品 478,630 472,416

その他 485,090 435,183

流動資産合計 9,274,341 8,862,618

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,808,764 2,015,188

機械装置及び運搬具（純額） 3,385,990 5,118,118

工具、器具及び備品（純額） 319,510 403,737

その他（純額） 3,283,365 1,533,519

有形固定資産合計 8,797,631 9,070,564

無形固定資産

その他 55,069 71,213

無形固定資産合計 55,069 71,213

投資その他の資産

その他 3,438,006 4,082,957

貸倒引当金 △61,897 △68,975

投資その他の資産合計 3,376,108 4,013,982

固定資産合計 12,228,809 13,155,760

資産合計 21,503,150 22,018,378

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

 8/17



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,360,603 3,490,109

短期借入金 96,530 143,730

1年内返済予定の長期借入金 204,990 319,625

未払法人税等 296,577 10,058

賞与引当金 242,900 62,528

その他 1,170,742 943,585

流動負債合計 5,372,343 4,969,636

固定負債

長期借入金 1,692,980 1,425,515

退職給付引当金 64,545 68,025

役員退職慰労引当金 171,870 149,698

環境対策引当金 38,383 38,383

その他 504,653 604,588

固定負債合計 2,472,433 2,286,211

負債合計 7,844,777 7,255,848

純資産の部

株主資本

資本金 1,036,000 1,036,000

資本剰余金 574,391 574,392

利益剰余金 11,044,284 11,324,577

自己株式 △282,591 △282,625

株主資本合計 12,372,084 12,652,345

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 531,096 674,737

為替換算調整勘定 326,574 992,112

その他の包括利益累計額合計 857,670 1,666,850

少数株主持分 428,618 443,334

純資産合計 13,658,373 14,762,530

負債純資産合計 21,503,150 22,018,378

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

 9/17



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 16,078,875 16,365,600

売上原価 14,131,972 14,649,840

売上総利益 1,946,903 1,715,760

販売費及び一般管理費 1,419,943 1,545,766

営業利益 526,959 169,993

営業外収益

受取利息 1,091 1,384

受取配当金 21,047 30,038

持分法による投資利益 173,660 184,218

為替差益 － 178,977

その他 94,825 111,639

営業外収益合計 290,624 506,257

営業外費用

支払利息 6,911 30,258

為替差損 49,659 －

その他 5,411 2,892

営業外費用合計 61,982 33,151

経常利益 755,601 643,100

特別利益

固定資産売却益 － 144

特別利益合計 － 144

特別損失

固定資産売却損 209 40

固定資産除却損 22,278 9,655

その他 4,100 －

特別損失合計 26,588 9,696

税金等調整前四半期純利益 729,013 633,548

法人税、住民税及び事業税 171,115 84,073

法人税等調整額 67,487 135,805

法人税等合計 238,603 219,879

少数株主損益調整前四半期純利益 490,410 413,668

少数株主利益 16,371 16,982

四半期純利益 474,038 396,685
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 490,410 413,668

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,721 144,450

為替換算調整勘定 30,847 425,190

持分法適用会社に対する持分相当額 10,604 240,348

その他の包括利益合計 43,173 809,989

四半期包括利益 533,583 1,223,657

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 517,209 1,205,865

少数株主に係る四半期包括利益 16,374 17,792
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

　１ 偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

みづほ金属工業(株) 100,000千円 みづほ金属工業(株) 90,000千円
 

　

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計年度末残高に含まれております。
　

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 13,840千円 16,559千円
 

　

　　３ 当座貸越契約及びコミットメントライン

当社グループは、運転資金の効率的な調達を目的として、９取引金融機関と当座貸越契約及びコミッ

トメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当四半期連結会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

当座貸越極度額及び
コミットメントライン契約の総額

3,850,000千円 4,850,000千円

リボルビング・クレジット・
ファシリティ契約の総額

2,000,000 ─

借入実行残高 ─ ─

差引額 5,850,000 4,850,000
 

　

　　４ 財務制限条項等

コミットメントライン契約には、「借入人は各事業年度末日における連結貸借対照表における純資産

の部の合計金額を直近の事業年度末日における連結貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％以

上を維持する」旨の財務制限条項が付されております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 919,519千円 1,010,686千円
 

　

(株主資本等関係)

　

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 58,196 4 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

平成24年11月13日
取締役会

普通株式 58,196 4 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月1日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 58,196 4 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 58,196 4 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２可鍛事業 金属家具事業

売上高      

  外部顧客への売上高 15,637,755 441,119 16,078,875 ― 16,078,875

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 15,637,755 441,119 16,078,875 ― 16,078,875

セグメント利益 1,207,725 9,926 1,217,652 △690,692 526,959
 

(注) １　セグメント利益の調整額△690,692千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２可鍛事業 金属家具事業

売上高      

  外部顧客への売上高 15,858,289 507,311 16,365,600 ─ 16,365,600

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 15,858,289 507,311 16,365,600 ─ 16,365,600

セグメント利益又は損失(△) 853,471 △6,220 847,251 △677,257 169,993
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△677,257千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 32円58銭 27円26銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 474,038 396,685

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 474,038 396,685

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,549 14,549
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

第85期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当について、平成25年11月12日開催の取締

役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                58,196千円

② １株当たりの金額                               4円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成25年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   西   松   真   人   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   内   山   隆   夫   印

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成26年２月10日

中央可鍛工業株式会社

取締役会　御中
 

　

有限責任監査法人　トーマツ
 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中

央可鍛工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央可鍛工業株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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